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１．題目　　高齢層の情報文化活性化方案　　社会的寄与活動を中心として
２．研究背景と目的
　　今日　世界的に一番大きな話題の一つは‘人口の高齢化’と言うことが出来る。
国際連合基準によれば、わが国は2000年65歳以上の人口比率は7.2％に達し、高齢化社会に進入し、今後2018年には14.3％、2026年には20.8％となり、超高齢化社会となる見込みである。

　高齢層は身体的には活力の低下、精神的には内向性と受動性が増加して、社会活動は減少し、退職や子女の結婚などの事情によって役割の喪失や減少を招くこととなる。しかし高齢層も趣味の活動や志願奉仕活動・経済活動など、旺盛な社会活動を望んでいる。高齢層が趣味活動や自我開発、志願奉仕活動や宗教活動・経済活動を通じて、役割喪失による無為感や社会的孤立による疎外感を解決し、若い世代との葛藤問題を解決出来るような支援が必要である。老人の四苦と言われる、経済的問題・健康問題・役割喪失問題・孤独と疎外感　を同時に解決するための方案として、高齢層の社会的参与活動の活性化が要求されている。
　わが国は超高速インタネットの普及率７０％で世界1位、インタネット利用者比率・人口100名当たり６１名で世界4位（2004年）を記録するなど、グローバル・トップ１０水準の情報化水準を持っている。そしてＩＴ産業の国内総生産増加への寄与度41.5％、情報化の経済成長寄与度は平均10.3％（2003年）で、本格的な情報化社会に突入した。しかし短期間の性急な進展で、わが国は社会各部門間に情報格差が発生していて、情報の誤用など各種の副作用が台頭している。特に技術の発展速度に較べて、社会的意識や規範そして慣行の変化が遅れているので、社会システムの効率性が低下している。
　現在わが国情報文化の問題点は次のように要約することが出来る。
第一、情報化の技術的・物理的発展速度に比し情報化マインドが遅れている。
第二、コムピュータや情報通信サービスの普及水準に比し、これを利用・活用する水準がかなり低い。

第三、ハードウェアとソフトウェア間の不均衡があり、ネットワークが不振である。
第四、情報通信機器やサービスの普及水準に比し、これに対する正しい規範と倫理が形成されていない。

第五、地域間、世代間、階層間に情報資源の配分不平等があり、情報化受容能力の差異によって情報化の格差が拡大している。

　特にわが国は高齢化が急速に進行中で、年齢間の情報格差は深刻なものと判断される。韓国情報文化振興院での調査によると、高齢層の平均学力と所得が低く、職場でパソコンを使う業務の機会が少ないだけでなく、正規教育課程で情報化教育を受けてない場合がほとんどで、その結果、情報検索と製品購入、金融と行政業務・交際活動などにおいて、老年層が国民の中で占めるインタネット活用割合は著しく低いこととなっている。このような問題を解決するため、政府次元では多様な努力を進行中である。主要事業は情報文化政策需要の見極め、高齢層情報化教育支援、高齢層に合う形のコンテンツ開発と普及、高齢層社会参与機会（創出・増加）などである。
　既存研究によれば、インタネットとパソコンを使用する老人達の場合、余暇と娯楽、日常生活の便宜と情報提供、知的活動や事業目的など、多様な用途にネットを利用していて、情報化教育を通じた技術習得に対しても比較的に積極的であり、肯定的な態度と動機を見せているようだ。またパソコンとＩＣＴは老人に余暇と娯楽的機能、そして障害や疾病を持つ老人に対して独立性増進を提供出来るものと分かった。
　このような要求に副い、情報化・高齢化時代に高齢層の暮らしの質を高めるため、高齢層の情報文化と社会参与の障碍要因とニーズを分析し、政策方案と新規事業課題を提示することは時宜適切な課題であると言えよう。
３．研究内容と方法

　本研究ではＩＣＴを活用した高齢層の社会参与活動推進のためのサービスモデル開発と高齢層の情報文化活性化方向を見出すため具体的に次のような内容を取り扱う。

第1、 高齢層の情報文化に対する概念を定立し、国内高齢層の情報文化実態把握と、高齢層情報文化活性化のための海外の動向と事例を調査する。
第2、 高齢層の社会参与活動の類型と実態を把握し、社会参与活動の阻害要因とその解消方案を導き出す。

第3、 高齢層の社会参与活動類型別のサービスモデルを導出し、優先推進サービスモデルを選定して、サービスモデルを設計する。

第4、 高齢層の情報文化と社会参与活動分析結果を総合して、ＩＣＴを活用したサービスモデルを導出した結果を基礎にして、高齢層情報文化活性化の方向を提示する。

４．高齢層の情報文化と社会参与活動の現況
イ）高齢層情報文化現況
　　情報文化は広義には‘情報社会で形成された生活様式の総体’と、狭義には‘仮想空間で形成された独特の文化’と指称される。本研究では高齢層情報文化を“情報文化の各領域で高齢層が主体になったりサービスの対象になっているときに形成される価値観、規範、行動およびこれに関連した社会制度と生活様式”と定義した。そしてその下位次元としては知識情報社会での高齢層の社会生活の道具としてのＩＣＴインフラ水準を現出する道具文化、ＩＴを効率的に利用することの出来る高齢層の諸般の能力と行動様式を指称する行動文化、そして高齢層が知識情報社会の一員として活動するのに適合した法制度、情報倫理と価値体系を反映する規範文化に分けて眺めて見た。
　わが国の高齢層情報文化水準を見ると、高齢層を対象としたＩＣＴインフラ水準が低く、接近性に制限があり、国民全体の中での高齢層の情報格差は深刻である。特に高齢層は情報使用力量が貧弱で情報への接近と活用の度合いが低く、また高齢層内でも学歴別・所得別・年齢別の情報文化格差が見える。高齢層の情報文化の水準が低いことによって、高齢層は政治的・社会的・経済的　多重差別を受けていて、これは社会的な問題にまで拡大している。政治的問題点の例としては、政府政策に対する情報の遮断で社会的便益から疎外されたり政府のサービス活用機会を喪失し、ひいては政治活動の機会が減少することもある。社会的観点からは多様な社会参与機会の喪失、社会的教育機会の喪失を招来し、身体的のみならず精神的な疎外減少を生んでいる。また経済的な観点からは就業のための教育機会と職業選択の機会に制限をもたらし、経済活動機会を喪失して結局は所得の低下で経済的差別の深刻な状況をもたらし得る。
　このような情報格差解消のため、わが国では情報格差解消に関する法律に根拠をおいて、持続的に情報格差解消のための政策を推進して来ている。代表的な事業は情報文化類型別政策需要の導出、高齢層情報化教育支援、高齢層適合型コンテンツの開発と普及、高齢層社会参与機会付与事業などである。

ロ）高齢層　社会参与活動　現況
　本研究では高齢層の社会参与活動の現況を、経済活動・余暇活動・教育活動などの次元で探った。
　わが国の高齢者達は他のＯＥＣＤ国家に較べて経済活動参与率が高い方である。2007年を基準として見た場合、経済活動参与率が６０～６４歳の場合は日本を除いて最も高く、ＯＥＣＤ平均よりはるかに高い。特に６５歳以上の経済活動参与率はＯＥＣＤ国家の中で最も高くＯＥＣＤ平均の３倍に達するほどである。性別では他の国家に較べて相対的に男性の経済活動が高く、女性のそれは低く表われている。
　このように韓国の高齢人口、特に男性高齢者の経済活動参与率が高いのには、所得保障が大部分個人所得、貯蓄、家族からの私的移転を通じて為されているためである。1988年国民年金制度（ＮＰＳ）が導入されたが、完全老齢年金は2008年にならないと支給が始まらなかったし、いまだに年金の恵沢を受けられない高齢層が多い。従って韓国の高齢者が老年期所得を維持するためには、他のＯＥＣＤ国家の高齢者より永く仕事を続ける以外に事実上代案が無いのである。
　統計庁の「2007年統計調査」資料を利用しての分析調査では興味深い事実を確認出来る。即ち、男性は就業率が40代が93.1％で一番高く、30代（91.1％）50代（86.0％）の順序で表われ、20代（57.6％）60代（64.4％）70代以上（40.2％）とは差異が明らかに大きいのに較べ、女性の就業率は40代が65.3％、その次が20代58.7％、50代57.1％、

30代55.0％、60代43.6％、70歳以上23,4％を占めていて生涯周期別就業比率がＭ字型曲線になって表われている。

＜訳註　20～70代の各就業率がＭ字型を為す　とは解せない??＞

したがって男性は６０歳を前後して就業比率が急激に下がるが、女性の場合は大きな変化がない。
　韓国保健社会研究院の「2004年全国老人生活実態と福祉欲求調査」（2005）に表われている余暇活動現況を探って見た結果、わが国の老人たちの余暇活動は、社交集会・老人集会活動など友人交流型が多い反面、宗教活動を除いては　趣味・奉仕・学習など社会団体活動への参与は低調である。このような現象はわが国老人達の場合農耕社会、教育機会の制限、余暇よりは仕事を通じた家族扶養に重きをおいた生活を生き、創造的な余暇活動を学習し経験する機会を持てなかった時代社会的背景に起因すると見える。
　また今日　情報通信技術の発達に伴いそれが老人余暇文化形成に大きく寄与すると見られる。なぜかと言えば情報通信技術は身体的・精神的な困難と、子女・知人・友人間の物理的距離を解消し、社会的ネットワークを形成して新たな余暇文化情報を習得・維持するのに有用であるからだ。実際に高齢者のインタネットとブログ利用率が大きく増加していて、老人の余暇活動に大きく寄与するものと推測される。

　わが国老人の教育程度は大変低い方である。2005年基準で　小学校卒業が37％、中学校10.9％、高校11.4％、大学以上7.2％で、中学卒業以上が30％を超えず、無学も33％に及んでいる。
　韓国保健社会研究院の調査（2005年）によれば、老人たちが正規の学校教育課程以外の学習教育（平生教育プログラム）を受けた経験は、現在参与が4.8％、過去参与経験者が

8.2％と大変少なく、大部分（87.1％）が参与経験無しと表われている。

統計庁の調査（2005年）でも65歳以上の老人の平生学習参与者比率は6.4％に過ぎなかった。参与を希望しない比率も80.1％と高いが、その理由としては、したくない31.3％、健康状態が悪くて25.9％、時間がなくて15.9％、必要性を感じなくて14.7％、参加費用が負担に思えて6.0％　と表われた。
５．ＩＣＴを活用した、高齢層社会参与活動促進のためのサービスモデル
1） サービスモデル導出プロセス

　サービスモデルを導き出すために　先ず高齢層の生活の質を決定する要因である　健康要素・社会関係的要素・経済的要素・安全要素そして心理的要素と高齢層の社会参与活動の９種の類型との連関性を確認した。次に高齢層の社会参与活動類型と社会参与活動基盤要素とＩＣＴビジネスモデルの構成要素との関係を基礎としてサービスモデル開発方向性を導出した。このように導出されたサービスアイテムを、サービス提供環境と事業推進基盤を考慮して、サービスアイテムをグルーピングして、いくつかのサービスモデルとして定義した。最後に　前段階で定義したサービスモデルを、専門家を対象としたＡＨＰ分析と、高齢層を対象としたサービスモデルの重要性に対する評価を総合して、優先推進サービスモデルを選定した。
2） 社会参与類型別　サービスモデル導出
　サービスモデル導出プロセスに従って、高齢層の社会参与類型別サービス開発方向を選定し、サービスアイテムを下表のように導出した。

　
　　　　　　　　表　１　　サービスアイテム導出

	社会参与類型
	サービス 開発方向
	サービスアイテム　導出

	経済（職業）

	職場　情報サービス

創業サービス

職場創出
	高齢層求人／求職ＤＢ構築とサービス
高齢層インタネット　オープンマーケット
経験知識サービス

高齢親和用品　レンタルサービス

情報文化保護

高齢者ＩＴと情報文化　教育講師

	文　化


	文化コンテンツ開発
文化コミュニティ活性化
	高齢層向けディジタルコンテンツ開発
高齢層向けＩＰＴＶ

文化活動　コミュニティ活動　支援

	　運動（健康）

	健康管理支援

u―ヘルス関連　モデル
	高齢者運動管理サービス
独居老人u―健康管理サービス

位置基盤サービス基盤　安心ゾーンサービス
独居老人遠隔保護システム構築と運営

	　社　交

	親睦・交流活動支援
	シニア・ネット
高齢者用ロボット開発と普及

	　教　育

	ＩＴ・情報文化教育
適合型学習サービス
	高齢者向けＩＴ・情報文化教育
引退者向け適合型　e-ラーニング　サービス

	　支　援
　奉　仕

	奉仕用情報交流と

コミュニティ
	志願奉仕統合情報サイト運営
志願奉仕総合コミュニティ運営支援

シルバーポリス

	　余暇福祉施設
　（敬老堂）
	福祉施設基盤
　　ＩＣＴサービス開発
	u-敬老堂
都市・農村間敬老堂連携サービス　

	社会参与活動
　　　基盤構築

	情報接近性と

高齢親和型ＩＴ環境

　　　　　　構　築
	高齢層情報文化統合センター
自律移動サービスモデル

高齢親和型ウェブサイト構築標準ガイド

高齢親和情報通信機器製品とサービス認証

高齢親和型電子政府システム構築


導出されたサービスアイテムを、サービス提供のための基盤環境の類似性と事業推進基盤の類似性を基準にしてグルーピングし、サービスモデル８個に整理した。
１）高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業
高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業は、高齢層を対象として多様なディジタル・コンテンツを開発し、開発されたコンテンツを多様なチャンネルを通じて供給するサービスである。高齢層は趣味と健康、文化と公演、ゲームと娯楽、スポーツとレジャー、求職と創業、学習と自我開発、財テクなど多様な分野でコンテンツを必要としている。従ってこれらのサービスに適合した形態のコンテンツとして作り上げ、インタネット・テレビ・ＩＰＴＶなどを通じて供給することとなる。
２）高齢層向けのSeniAll-lifeサービス事業
　高齢層SeniAll-lifeサービス事業は、高齢層の社会参与活動のオンライン・インフラを提供する事業である。即ち、高齢層向けのインタネット・ベースの統合ポータルシステム構築とオフライン活動を支援する。詳細なサービスモデルは求人／求職ＤＢ構築とサービス、志願奉仕統合情報サイトの運営、高齢層インタネット・オープン・マーケット、高齢層知識サービス事業、そしてSeniAll-portal システム構築を包含する。
　３）高齢層ＩＣＴと情報文化教育事業

高齢層ＩＣＴと情報文化教育事業は　高齢層の情報化と情報文化水準を高め、情報社会との統合と経済活動を活性化するための事業である。細部のサービスアイテムとしては、高齢層のＩＴ活用能力と情報文化水準を高めるための教育サービスを遂行する、高齢層のためのＩＴと情報文化教育事業と高齢者の再就業と創業などの経済活動のためのコンテンツ、各種趣味・文化活動のためのコンテンツを製作し、e-ラーニング形態のサービスである、引退者への適合型e-ラーニング　サービス事業である。
４）高齢層情報文化センター事業

高齢層情報文化センター事業はオフライン生活空間を基盤とした社会参与活動を促進するための事業モデルである。現在社会参与活動の基盤となっている敬老堂など、地域の福祉施設を情報文化センターに改編し、高齢層の社会参与活動と情報文化を活性化するための事業であり、細かくは、情報文化統合センター（u-敬老堂）、都市・農村間　敬老堂連携サービス、シルバー・ポリス、高齢層文化活動コミュニティ支援サービス、情報文化保護、高齢親和用品レンタルサービスなどがある。
５）老人遠隔保護と安心ゾーン・サービス事業
わが国は急速な都市化・核家族化を経ながら独居老人が増加していて、農村漁村は65歳以上人口の13％が、都市部では6.5％が独居老人である。また家族と共に住んでいても若年層の経済活動などによって、一人で過す時間が多い。従って独居老人認知と危機管理が低下して、無意識的な居住地離脱、個人の身体障害は勿論、室内での異常発生時に即時対処が出来ない場合が多い。このような状況に対処出来るように、老人の室内での動き・室内温度と湿度・火災・強盗と窃盗などを感知出来るシステム設置、予め定められた地域からの離脱など、非常状況に対処出来るようにして、人命保護と財産上の損失を事前に予防出来るようにするサービスである。
６）高齢層　u-健康管理サービス事業

高齢層の大きな関心事の一つは健康であり、持続的な健康管理が必要である。本事業の細部サービスは、老人の健康モニタリングと、健康管理のための u-健康管理サービスと、老人健康管理のための体系的な運動管理を支援するための高齢者運動管理サービス事業である。

７）高齢層自律移動支援サービス事業

高齢者の現実的ニーズ中の一つは、望むところに便利に移動できることである。本サービスは高齢者の移動の利便を支援するサービスであり、u-道案内サービス提供と、歩行器具貸与と普及などを通じて、高齢者の社会参与活動を推進するための移動性を支援する事業である。

８）高齢親和型ＩＣＴ標準化と認証事業
高齢者の情報社会の統合と、情報文化水準引き上げのためには、高齢層の社会参与活動の情報基盤に対する改善が必要である。本事業は高齢親和的な情報通信機器と　Ｓ／Ｗなどの開発を支援し、ひいては高齢親和情報通信製品とサービスを認証する事業と、また高齢親和型ウェブサイト構築を支援して、標準ガイドを作成し支援する細部事業として推進が可能である。

3） 優先推進サービスモデルの選定

　先に導出した８個のサービスモデルに対して、老人福祉とＩＣＴ分野専門家と高齢層の意見を反映して、優先推進サービスモデルを選定した。各専門家を対象にして各サービスモデルの重要度・緊急性・実現可能性について意見を収斂し、高齢層にとっては各サービスが高齢層問題解決にどれほど寄与するのか、効果の即時性はどうか、各サービスモデルへの参与容易性と興味の度合いはどうか、各サービスモデルが実施された場合の参与意思などについて調査した。
　専門家を対象とした設問と高齢者を対象とした設問の結果を基礎に、各サービスモデルの重要度を把握し、緊急度と実現可能性を加味して考慮して優先順位が高いものを選定した。
　専門家を対象とした設問は、まず、各評価項目に対する重要度加重値を階層的分析技法（Analytic Hierarchical Process）を活用して導き出した。評価基準別加重値の設定結果、各専門家は実現可能性（0.59）を一番重要要素と見ていて、以下、サービスモデルの重要性（0.27）、緊急性（0.12）の順に重要であると判断していた。
　求められた評価基準別加重値と、各サービスモデルの重要度を反映させて重要度を求めて見た。専門家たちと高齢層はサービスモデルの重要度や緊急性においてはモデルごとに大きな差異を見せなかった。一例を挙げれば、貧困問題や健康問題解決への寄与程度は、独居老人遠隔保護と安心ゾーンサービス事業、独居老人u-健康管理サービス、高齢層自律移動支援サービスモデルなどを相対的に高く評価する反面、高齢層の無為解決や疎外感解決に寄与する度合いは、高齢層のための文化コンテンツ開発事業、高齢層SeniAll-Lifeサービス事業、高齢層対象のＩＣＴと情報文化教育事業、高齢層情報文化統合センター事業を、相対的に重要と評価しているものとして表れ、高齢層の４苦解決のためには各サービスモデルに殆ど同等水準の重要意識を持っていると評価された。
　反面、予算規模の適切性、遂行難易度の適切性、技術的成熟水準の適切性を基準とした実現可能性の側面では、高齢層向け文化コンテンツ開発事業、高齢層SeniAll-Lifeサービス事業、高齢層情報文化統合センター事業が、他の事業に対して選好度が高く評価された。
これはこれらのサービスが比較的成熟したインタネット環境で運営されるので、複合的技術要因が追加されねばならぬ他のサービスモデルより実現可能性が高いものと評価されている。
　以上の評価結果を総合して、重要度平均を上回るサービスモデルは高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業、高齢層SeniAll-Lifeサービス事業、高齢層情報文化統合センター事業の三つとなり、これらを優先推進サービスモデルに選定した。

4） 優先推進サービスモデル設計
　１）高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業

　a ）事業概要
　高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業は、高齢層を対象としたディジタル・コンテンツを開発し、開発されたコンテンツを多様なチャンネルを通じて供給するサービスである。高齢層は、趣味と健康・文化と公演・ゲームと娯楽・スポーツとレジャー・求職と創業・学習と自我開発・財テク　など、多様な分野でコンテンツを必要としている。したがってこれらのサービスを適当な形態のコンテンツでつくり、インタネット・テレビ・ＩＰＴＶなどを通じて供給することとなる。

　b ）細部サービス内容

　
①高齢層向けディジタル・コンテンツ開発

　高齢層向けディジタル・コンテンツは、自分の再発見趣味情報、追憶の音楽鑑賞、ボケ防止の機能性ゲーム、自分の身体に合った運動情報、再就業と経済活動、学習と自己開発、健康管理、老後資金管理など、多様な類型があり得る。これらの情報は政府と公共機関、各種企業と団体、そして各個人たちが作成して、インタネットなど多様なちゃんねるを通じて提供され得る。
　本サービスを推進する上で、まず高齢層対象のコンテンツ分類体系を定めることが必要であり、その体系に従って既存のコンテンツを再分類し、整備して抜け落ちたコンテンツを補完する作業が必要である。また高齢層の関心と需要があるコンテンツを持続的に発掘し、高齢層が理解・活用しやすい形態のコンテンツを開発するようにする。このようにして開発されたコンテンツは、インタネット・テレビ・ＩＰＴＶなど多様なチャンネルを通じて、高齢層に伝わるようにせねばならないであろう。
　②高齢層向けＩＰＴＶ事業
　本サービスは高齢層のために開発された多様なコンテンツを、ＩＰＴＶを通じて高齢そうに提供するサービスである。ＩＰＴＶはインタネットよりも使いやすい使用者インタフェースを提供するので、、インタネットをよく知らなくても、リモコンを使って多様なコンテンツを容易に選べるようにし、使用者が好きな時間に好きなプログラムを自由に選べるようにする。そして該当するサービス提供場所に実際に訪れることなしに自宅で多様なコンテンツとサービスを活用出来る長所がある。
　特にＩＰＴＶを活用すれば、先に述べた多様なディジタル・コンテンツ以外にも、映画と音楽鑑賞・ホームショッピング・資金運用などを自宅で行うことが出来、特に活用の効果が高いと分かっている e- ラーニングにも効果的に活用出来る。

　高齢層向けＩＰＴＶ事業推進には、何よりも高齢層が必要とする多様なコンテンツを提供出来るようにせねばならない。既存の高齢者対象コンテンツを再整備し、高齢層が必要とする多様なコンテンツを開発せねばならない。そしてインタネットやケーブルＴＶなど、既存のチャンネルとは違うサービスを提供するようにせねばならない。ＩＰＴＶは、まだその事業が初期段階にあるので、使用層である高齢層を対象にして持続的にモニタリングを実施し、改善点を持続的に発掘・補完して行かねばならないであろう。
　③推進方案

　高齢層ディジタル・コンテンツ開発とサービス事業は、高齢層を対象として多様なディジタル・コンテンツを開発し、開発されたコンテンツを多様なチャンネルを通じて供給するサービスである。本事業の重要な成功要因は、趣味と健康・文化と公演・ゲームと娯楽・スポーツとレジャー・求職と創業・学習と自己開発・財テクなど、高齢者が必要とする多様なコンテンツを開発することと、インタネット・ＩＰＴＶなど適当なチャンネルを通じて効果的に高齢層に提供することにある。
　政府と公共団体においては、本事業の推進のための戦略法案とガイドラインを樹立し、長期にわたるロード・マップをつくることが重要である。合わせて、関心がある企業や個人が、多様なコンテンツを開発し提供出来るような誘引策を提供するべきである。そして本サービスの直接の顧客となる高齢層を対象にして、長期的な満足度調査を通じて高齢層が必要とする多様なコンテンツの類型と内容を把握することが必要である。
　２）高齢層向け SeniAll-life サービス事業
　

　a ）事業概要

　高齢層 SeniAll-life サービス事業は、高齢層の社会参与活動のオンライン・インフラを提供する事業である。即ち、高齢層のためのインタネット・ベース統合ポータルシステム構築と、オフライン活動を支援する。細部のサービスモデルは、求人／求職ＤＢ構築とサービス・志願奉仕統合情報サイト運営・高齢層インタネットオープンマーケット・高齢層知識サービス事業、そして SeniAll-portal システム構築を包含する。
　b ）細部サービス内容

　①SeniAll-portal サービス

　本サービスは高齢層を対象とした多様なオンライン／オフライン活動をインタネット環境で供給したり、インタネットを通じて相互促進出来るように支援するサービスである。高齢層は、趣味と健康・文化と公演・ゲームと娯楽・スポーツとレジャー・求職と創業・学習と自己開発・財テクなど、ディジタル・コンテンツをインタネットを通じて提供したり提供を受けることが出来る。特に本サービスは　参加・開放・共有と呼ばれるWeb

フレット・フォームを活用して人的ネットワーク効果を極大化出来る。現在知られている社会ネットワークサービス（ＳＮＳ）機能は、チャット・メッセンジャー・メディアシェアリング・ポータルカフェ・バーチャルワールド・ブログ・インタネットフォーラムなどがあり、これはウェブ環境の発展につれて、その機能が向上するものと見られる。
　高齢層向けのポータルシステムを構築する場合、高齢層求人／求職ＤＢ構築とサービス・高齢層インタネットオープンマーケット・経験知識サービスなど、インタネットを中心とした多様な経済的・社会文化的活動を、すべて包含できると判断される。一方SeniAll-portalを構築する場合、すべての地域すべての年代別を包含したコンテンツ作りには無理があると見られるので、適切な地域配分・高齢者特性別使用者区分・適切なコンテンツ構成など、具体的な運営戦略が必要であると言えよう。
　②高齢者　求人／求職ＤＢ構築とサービス事業

　本サービスは高齢者を対象にした多様な求人／求職情報を統合して構築し、これを必要とする組織と機関に提供するサービスである。政府と地方自治団体または公共機関では、高齢層関連職業政策とニュースや求人／求職情報を提供する。企業や団体では彼らが必要とする求職情報や専門職業情報を提供、このようなじょうほうを統合ＤＢ形態で構築され、散在している情報を統合して共有できるようにする。そして職場を探したり供給する組織と個人は、職場の現況を検索して、求人求職を相互につなぐことで双方の不便を解消することとなる。このサービス構築には求人求職の対象となる業務体系の整備が必要であるが、例を挙げれば、研究・教育など専門知識活用業務・郵便配達・環境美化・清掃など公共サービス業務、駐車補助・文書送達・警備などの業務補助業務など、多様な形態に業務を整備することが出来るであろう。

　本サービス推進の核心は、現在散在している求人／求職情報を統合して、相互連結（matching）する機能を提供することである。そして地域別・職種別の求人求職情報を多様に検索できる機能が必要であり、リアルタイムを維持できるように持続的に更新することが必要である。
　一方、現在、高齢層のみならず多様な年齢層を対象とする求人＼休職サイトが運営されているので、これら既存のサイトとリンクした方案とするのか、独立の高齢層向けサイトとして構築するのかも検討が必要である。

　③志願奉仕　統合情報サイト運営事業

　本サービスは　高齢層を対象に多様な志願奉仕の情報を統合して構築し、これを必要とする組織や機関・個人に向けて提供するサービスである。政府と地方自治団体または公共機関では、高齢層関連志願奉仕政策とニュース・志願奉仕需要・供給情報　を提供する。企業や団体では彼らが必要とする志願奉仕需要や専門職業情報を提供し、このような情報は統合ＤＢ形態で構築され、散在する情報を統合して共有化する。そして志願奉仕者を求めたり供給する組織と個人は職場現況を検索して、志願奉仕需要と供給者を相互につないで双方の不便を解消する。これらのサービス構築には志願奉仕活動の類型分類と定義が必要である。
　本サービス推進の革新は、現在散在している志願奉仕情報を統合して相互連結（matching）する機能を提供することである。そして地域別・職種別の志願奉仕情報を多様に検索出来る機能が必要であり、情報のリアルタイム性が必要である。
　一方、現在、高齢層のみならず多様な年齢層を対象とする志願奉仕サイトが運営されているので、これら既存のサイトとリンクした方案とするのか、独立の高齢層向けサイトとして構築するのかも検討が必要である。
　④高齢層インタネット・オープンマーケット

　本サービスは、現在高齢層が従事している多様な経済活動を、インタネットと連携して遂行が可能なように支援するものである。例を挙げれば、地域特産物を栽培する場合、その特産物をオ＾プンマーケットを通じて販売することも出来る。ひいては、高齢層がいままでの経験専門知識を販売することも出来る。高齢層が提供するこのような商品とサービスは高齢層はもとより、社会各地域各層に販売することが可能である。
　本サービスを推進するには、高齢層がオープンマーケットに商店を開設し、商品を販売出来るよう、インタネットを通じた事業手続き全般に関する教育が必要である。合わせて事業を推進する高齢者を対象として、事業者登録・賦課税申告などと関連した教育も必要である。これらの機能は中央政府と地方自治団体またはその委託を受けた専門機関で遂行出来るようにする。

　⑤経験知識サービス事業

　本サービスは、現在高齢者が保有している多様な経験知識を、インタネットを通じて体系化し共有するように支援するものである。例を挙げれば、高齢層が保有している東西洋の医学秘法を体系化してＤＢとして構築し、これを多様なキーワードで検索出来るよう、インフラを提供するものである。特にこのような経験知識は最新のウェブ技術を活用して、関心がある人達が共に参加して知識を蓄積し、共有して行く参加型学習仲間

（Cop, Communities of Practice）形態と、オンライン・コンサルティング形態で運営出来るであろう。
　本サービス推進の主要成功要因は、経験と知識をコンテンツ化することが出来るよう直接的な支援が必要なところにあるようだ。個人よりは地方自治団体または公共部門で高齢層の経験・知識を積極発掘してコンテンツ化することが、より効果的と判断される。必要であれば高齢層を対象にインタビュー取材、ビデオを制作出来るよう補助要員の活用も積極検討する必要がある。また提供された経験・知識に対する適切な保証体系を準備することで、より積極的な経験・知識の発掘と共有が出来るようにする必要がある。
　c ）推進方案
　高齢層　SeniAll-life 支援サービス事業は、高齢層が必要とする求人・求職と志願奉仕情報を共有し、高齢層が提供出来る知識と特化された商品を販売し、多様な情報を共有し交流することが出来る統合基盤システムを構築する事業である。本サービスの重要な成功要因は、該当コンテンツや知識の源泉から体系的な資料を収集して、統合データベースを構築することと、コンテンツの提供者や活用者がオンラインとオフライン環境で積極的に本サービスに参加することである。

　本サービス事業推進のためには政府と公共部門の役割が至極重要であると言える。政府と公共部門は本サービス推進のための戦略方向とガイドラインを樹立し、長期ロード・マップを樹立することが必要である。特に本サービスの利用者・受益者たる高齢者の参加を高めることが出来るよう、積極的な興報と奨励制度を実施する必要がある。本サービスの相当部分がパソコンとインタネット能力を必要と見られるにつき、ある程度能力を持っている層を対象に集中的に教育を行ったのち、彼らが主体となって各サービスを活性化する方案も考慮する必要がある。
　３）高齢層情報文化センター事業

1） 事業概要
高齢層情報文化センター事業は、地域拠点空間を基盤とした社会参与活動を推進するための事業モデルである。高齢層の場合主に住居地域を中心として社会参与活動をして居り、物理的空間が重要な役割をしている。したがって、現在社会参与活動の基盤となっている敬老堂など、地域の福祉施設を情報文化センターとして改編し、高齢層の社会参与活動と情報文化を活性化させる事業として、細部事業としては文化情報統合センター（ u-敬老堂）・都市農村間敬老堂連携サービス・シルバーポリス・高齢層文化活動コミュニティ支援サービス・情報文化保護・高齢親和用品レンタル・サービスなどがある。
2） 詳細サービス内容

1） 本サービスの対象は地域基盤活動高齢者、即ち余暇福祉施設活動を主にする高齢層である。

情報文化センターは単純な情報機器或いは高齢親和性品興報館ではなく、既に高齢層が社会参与活動の基盤となっている敬老堂など余暇福祉施設にパソコン・モバイル機器・ディジタルカメラ・マルチメディア機器・各種ソフトウェアなどを具備して、教育と直接使用の機会を提供するものである。またこれら情報機器と施設管理にREIDなどユビキタス技術を適用して、生活の中で自然に情報化を体験出来るようにするものである。
　これを通して高齢層の情報化と情報文化水準が高められ、高齢層の余暇福祉施設の活用が促進されるものと期待される。

　本サービス推進への考慮事項としては高齢層が生活の中で自然に情報機器と情報サービスに親しめるように考慮することが重要である。また事業推進に関連する機関としては情報文化振興院・自治体・高齢層向け福祉施設などがあり、情報文化振興院は高齢層の情報文化要求水準を定義して、必要なパソコンと情報機器など情報文化体験環境環境構築と運営計画を樹立し、自治体と協力して模範センターを推薦して選定して運営した後、段階的に拡散するようにする。また他の情報文化センターの異なった詳細サービスの基盤となるように、将来の連携性を考慮して事業を推進すべきであるし、他のサービス推進のために必要な部分について相互に有機的に連携出来るように支援を行う。
　

　２）都市・農村間　敬老堂連携サービス

　都市・農村間　敬老堂連携サービスは地域基盤での活動高齢者、即ち、主に余暇福祉施設を基盤として社会参与活動を行う、都市地域と農村地域の高齢者をサービス対象とし、各地域高齢層の活動基盤となる福祉施設を通信ネットワークでつないで空間的距離を克服するように支援すること、および、多様な社会参与活動の交流を行えるよう支援するサービスである。
　本サービスの詳細な内容としては、都市と農村の敬老堂間の、一村結合・一村敬老堂間の画像システム構築とミーティングシステム構築・一村敬老堂間の相互訪問の連合行事と旅行、農場運営事業推進と農産物直接取引　などである。これらのサービスを具現するためには超高速通信網構築と画像システム構築、、そしてオンライン・ポータルとの連携などが必要である。
　これらを通じて高齢層の余暇福祉施設活用の促進、都市と農漁村高齢者間の文化交流、高齢者のボケ防止、社会参与活動の活性化などに寄与出来るものと期待する。

　本サービス推進時、連携しようとする地域の敬老堂（余暇福祉施設）間の特性を考慮して、一村結合と交流プログラム（旅行・農場運営・直売市場など）を開発せねばならない。連携方法としてはオフラインと共にオンライン上の連携を考慮して交流の便宜性を高めるようにする。また、先ず情報文化統合センター（u-敬老堂）事業を推進した後、第二段階事業として本サービスを考慮するのも成功性を高めることになるであろう。
　本サービス運営のために情報文化振興院は適用する自治体と余暇福祉施設（敬老堂）を選定し、自治体と福祉施設が交流するプログラムを開発して、これを実行するのに必要な通信などの基盤を構築するようにする。また　１対１連携サービスを模範的に運営した後、段階的に多者間連携と、連携地域・施設を拡散するようにする。
３）シルバー・ポリス
本サービスの活動対象は時間的に余裕があり、志願奉仕をしようとする高齢者である。シルバーポリスは子供関連犯罪（誘拐・暴行など）予防・独居老人支援・交通安全・環境保護など、地域社会の安全を守る地域民間・民願監視者の役割をするサービスである。シルバーポリス活動のために、高齢者にディジタルカメラとモバイル通信など必要な機器がある安全防護端末機を支給・教育し、各種状況を撮影・伝送・緊急連絡などが出来るように運営する。

上記機器のほかに、通信ネットワーク・活動情報の記録と分析のためのシステムが必要である。

このサービスは地域社会の交通・環境・犯罪予防・子供の誘拐予防などの治安維持に寄与することが出来、高齢者の経済活動と奉仕活動の拡張して社会活動を促進出来るものと期待される。活動に必要な安全防護の端末機を開発するに当たり、その機能とインターフェースは活動のほかに高齢者親睦機能を併せて開発することが重要である。また、シルバーポリスの募集・教育・活動支援と管理体系を構築し運営するためには、自治体・地域小学校・敬老堂と地域警察署との協力が必要である。
４）高齢層　社会文化活動コミュニティ支援

本サービスの対象は、現在多様な社会・文化活動同好会で活動している高齢者である。

各種公演・趣味・運動・レジャー・財テク・学習・ディジタルコンテンツ制作・ディジタルカメラ・親睦・奉仕などの社会文化活動をしているコミュニティの支援を通じて、高齢層の社会参与活動を活性化するためのサービスである。オンラインとオフラインのコミュニティは各種活動に必要な情報機器を情報文化センターからの貸与を受けることが出来、オンライン空間で活動領域拡張出来るよう支援を受けることが出来る。また、他地域の情報文化センターとの連携を通じて交流も出来る。
　本サービスを運営するためには、社会・文化活動に必要なディジタルカメラ・マルチメディア著作道具などの情報と、マルチメディア機器とインタネット上のコミュニティ運営関連技術が必要である。このような機器と環境は、情報文化センター事業と高齢層向けポータル事業と連携して推進する必要がある。

　高齢層はこのような支援を通じて高齢層の社会・文化活動に対する欲求を充足させるのに寄与し、高齢層社会参与活動拡大・無為感解消・幸福感増大を図ることが出来るものと期待される。
　本サービスの成果を高めるには、自発的同好会を発掘し、それに適合する支援を行うことが必要である。高齢層の多様なコミュニティのニーズを把握し、開発的に必要なことを支援することで、コミュニティを通じた社会参与活動の活性化に寄与することが出来るであろう。また、オンライン事業である高齢層向けのポータルと連携して推進することで事業間시너지効果を出すことが出来るであろう。
　本サービス推進時、情報文化振興院は地域別に支援するコミュニティを選定し、ニーズを分析して適合支援方案を樹立せねばならない。また、事業の効果を挙げるために情報文化センター事業と連携して遂行するのが望ましい。
５）情報文化保護
情報文化保護の対象は情報文化に関心が高く、社会現象分析・倫理・教育など基本的な力量を持つ高齢層である。

情報文化保護はインタネットで形成される多様な情報と活動を検討してフィードバック
し、望ましい方向に誘導可能とし、インタネット上の不健全情報流通のモニタリングと現況把握、悪性タックルなどサイバー空間での人権侵害事例の収集、不公正な電子取引事例収集、携帯電話と情報機器使用礼節拡散運動、サイバー空間での礼節教育、ネチズン市民意識の高揚活動、高齢層のサイバー政治参与高揚などの活動をする。対象コンテンツは高齢層が保有する専門的知識や一般教養・時事など高齢層が主に関心を持つ分野を対象にし、使用者には制限を設けず全体を対象とすることが出来る。
情報文化保護活動のために情報文化センターに情報文化保護室を設置して、ポータル・

ニュース・各種コミュニティ・個人ブログ・掲示板・ショッピングモールなどをモニタリングし、討論会・セミナー開催・資料集発刊・教育活動などを支援する。

本事業を通じてインタネット上での不健全な要素を除去し、正しい情報文化育成に寄与

することが出来る
　本事業推進時の考慮事項としては、情報文化活動を統制観点からではなく、情報文化形成と拡散を目的とすべきで、参与と文化形成過程に焦点をおいて推進せねばならない。情報文化は短期に成果を出すためのイベント性活動よりは、長期的な観点で意識変化と拡散に焦点を合わせねばならない。また、望ましい情報文化に対する方向を導き出すため、専門家と情報文化保護との奥深い討論とセミナーの機会が提供されねばならないであろう。

　本事業推進のためには、情報文化振興院の情報文化保護活動に対する支援と管理が必要であり、ポータル・ニュース・コミュニティ・ショッピングモールなど、インタネット環境でビジネスを営むインタネットサービス提供者または情報文化保護の意見を聴取して、望ましい方向に改善するための協力が必要である。
　６）高齢親和用品レンタルサービス

　本サービスは情報文化センターを基盤として推進し、サービス対象は高齢親睦用品を必要とする全ての高齢層である。センターで高齢親睦用品（例：物理治療器・測定器・看病再活用品・按摩器・運動器具・ＩＣＴ関連製品　など）を備えて販売したり、高価な場合は一定期間のレンタル方式でサービスすることが出来る。センターが直接運営しても良いが、新しいビジネスとして個人が行っても良い。また民間企業の場合、製品に対する検証とニーズ把握のための機会として活用も出来る。
　本サービスを推進するには製品の販売またはレンタルサービス・システムを構築し、展示と経験が出来る経験場が必要である。高齢層が必要とする製品を低廉費用で活用出来るようにし、製品の開発を促進するのに寄与する事業となるであろう。

　本サービスは情報文化センターと製品の開発者が相互協力して推進することが出来る。またセンターは製品をオンラインとオフラインで簡便な販売・貸与機会を提供し、政府や地方自治体は事業者に対する管理監督と製品品質に対する認証を通じて信頼を高めるサービスを提供出来るようにする。

3） 推進方案
高齢層文化センター事業はオフラインを基盤とした社会参与活動を推進するための事業

モデルで、主に住居地域を中心として社会参与活動をしている高齢層の社会参与活動に必要な空間と基盤施設を提供する。

　本サービスの重要な成功要因は情報文化センターの役割に対する明確な概念確立、政府の高齢層社会参与活動の必要性認識と支援、既存の社会参与活動への積極的な参加誘導、そしてオンライン基盤事業との連携などである。

　本サービス推進のためには政府と公共機関は高齢層の情報文化に対する明確な概念を打ちたて、模範情報センターの運営を通じて事業を拡散して行かねばならない。本事業は長期ロードマップを樹立し、既存の敬老堂や余暇福祉施設の概念を情報文化次元に発展させねばならない。１段階として情報文化統合センター（u-敬老堂）を推進した後、これを基盤として都市・農村間敬老堂連携サービス・シルバーポリス・高齢層情報文化活動コミュニティ支援サービス・情報文化保護・高齢親和用品レンタルサービスを推進しなければならない。また、高齢層の自発的かつ積極的な参加を引き出すよう、積極的な広報と支援制度と共に、先頭に立つ利用者と情報文化活動家を養成することも必要である。既存の情報文化から疎外されている対する情報社会編入のため、本サービス推進時、詳細内容においてこのような部分を特に考慮して推進せねばならない。
ニ）優先推進サービスモデル推進方向

優先推進サービスモデルじぎょうとして推進するためには段階的で体系的な接近が必要
である。

まず、拡散観点から事業を推進すれば、現在社会文化活動の基盤となっている、オフラ

イン空間を情報文化くうかんとして活用することが出来るよう、高齢層情報文化センター事業を優先的に推進することが出来る。センター事業は政府次元で多数の長老年層の文化格差を解消することを基本方向として推進せねばならない。そして現在高齢層向けのコンテンツが甚だ不足している状況であるので、高齢層向けのディジタル・コンテンツを開発しサービスする事業を推進する。ディジタル・コンテンツ開発とサービスの事業は高齢層対象コンテンツの多様化と情報文化の量的引き上げ観点から推進するようにする。コンテンツとオフライン空間を基盤とした社会参与活動が拡散すれば、これを基盤としてオンラインで拡散させる方向である。高齢者対象の総合ポータル構築事業である SeniAll-life サービス事業は、専門的知識とＩＣＴ活用能力が優れた長老年層が高齢者情報文化をリードするようにする戦略が必要である。
　しかしながら、情報文化と社会参与活動を先導する観点から、三種のサービスモデルを詳細サービスアイテムとして適用が可能なものから同時に推進しつつ、相互連携が保てるように調整する方案が現実的である。したがって、このような事業推進のためには、サービスモデルを具体化し、事業推進を総括的に企画・調整する機関が必要である。この機関で個別サービスモデル間の連携性と시너지を考慮して事業を推進するようにする。
６．高齢層情報文化活性化方向

　わが国高齢層においては、道具文化・行動文化・規範文化など、各部門で他の階層とは顕著な情報格差が表れているように見える。高齢層は情報技術に対する接近の機会が少なく、情報技術を積極的に活用使用との意思も高くはなく、高齢層情報活用のための法律・制度・倫理など、諸般の規範に対する認識も低いのが実情である。高齢層情報文化と関連したこのような問題の解決のためには、ＩＣＴ観点の技術的要因と社会的関心の文化的要因が同時に考慮されねばならない。情報技術が持つ余暇と娯楽的機能・日常生活の便宜と情報提供機能・知的活動や事業目的支援など、多様な機能を活用して高齢層の社会参与と経済活動を効果的に誘導し、高齢層が抱いている身体的機能の低下・社会的役割喪失・経済的能力の減少などを考慮して、高齢層がしゃかい構成員の一機能を担当出来るように、諸般の認識を転換することが必要である。

　本研究で提示した諸般サービスモデルは、情報文化の各次元と連関性を持っていて、本サービス・モデルを推進することで、道具文化・行動文化・規範文化の各水準を向上できるものと見られる。
　一方、政府と関連機関では、高齢層情報文化向上のための政策課題を樹立・実践することが必要である。まず規範文化側面においては、オンライン政治過程で高齢層参与の平等性を高め、政治的疎外なく市民社会の一員としての役割を果たせるようにし、オンライン上での情報共有と取引処理の安定性を確保する。そして高齢層の情報技術活用においての要件を導出し、これを法・制度化することが必要である。

　行動文化側面では、高齢層主導で情報技術を活用出来るようにする社会的雰囲気造成と条件づくりが必要である。例を挙げれば、高齢層の多様な社会参与ニーズを考慮したサービスモデルを強化し、高齢層主導で社会的支援を並行した、量的・質的活用性を増大するようにする。そして、高齢層の退職後の職場への要求が増加する点を反映して、ＩＣＴ職業分野としての再教育とディジタル職場を創出可能とし、多様な教育を実施可能とする。
一方、道具文化側面では高齢層が必要時に自由に情報技術を活用出来るように、インフラを持つ政策に焦点を合わせねばならない。知識と情報を媒介とする高齢層サービス・インフラを育成し、高齢層の身体的障碍を解消できるよう、ＩＣＴ技術を最適化する。併せてユビキタス・ＷＥＢ3.0など、持続的に開発される新技術を活用して、高齢層の社会参与機会を持続的に拡大して行かねばならない。このような活動の中で情報化逆機能を解消できる多様な政策課も、共に樹立・施行されねばならない。
高齢層は身体的な活力の低下・情緒的な内向性と受動性が増加し、社会活動が減少し、退職や子女の結婚などのような事柄によって、役割喪失・減少の経験をすることとなる。経済問題・健康問題・役割喪失問題・孤独と疎外感など、わが国老人が味わっている問題解決には、ＩＣＴ観点の技術的推進力（Technological push）と高齢化観点の社会的牽引力（Societal pull）が　同時に考慮されねばならない。特に情報技術の余暇と娯楽的機能・日常生活の便宜と情報提供機能・知識活動や事業支援など、多様な機能を活用して高齢層の社会参与と経済活動を効果的に達成出来るものと判断される。よって、ＩＣＴの単純活用水準を超えて、高齢層社会参与ニーズによる質的活用度水準を高めるのは情報文化水準を向上させると同時に高齢層の生活の質を高揚する手段であると言う認識下に、より積極的で長期的な政策方向を樹立・実践することが必要である。
一方、高齢層は道具文化・行動文化・規範文化など、各次元で現在水準の差異があり、すべての政策を同時に推進することには無理があり非効率的でもあると判断される。一般的に道具文化が成熟した基盤の上で行動文化や規範文化が成熟する、と言う点を考慮すれば、政策課題も最初は道具文化水準向上に集中し、段階的に行動文化と規範文化向上政策を履行するのが望ましいと判断される。
　
＜近藤様へ＞
＜以上で要約が終わり　以下は本文です　順次翻訳して行きます＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白兎山人　こと　木太久　千宏
＜この通り　どんどん推進されるとしたら　日本は大きく遅れをとりますね＞
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